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1.専門学校の果たす役割の重要性
ⅰ 専門学校の概要

令和3年度現在、全国に2,754校、607,029人の在籍者。

わが国の高等教育機関のうち、学校数で70％、学生数で16％を占める。

高卒者のおよそ４分の1が進学。

ⅱ 専門学校の特徴

社会のニーズに対応した職業教育を実施。

特に企業等との密接な連携による実践的な職業教育を行う専門学校を文部科学大臣が
職業実践専門課程として認定。

関連分野への高い就職率（令和2年度就職者数のうち91.7％）。

地域人材育成に貢献（地元就職率が高い）。

国家資格に直結する職業教育（エッセンシャルワーカー含む）やIT・デジタルなど基
盤的人材も育成。

厚生労働省の雇用対策、能力開発施策に対応し、長期訓練として正規課程での社会人
受入れとともに、短期の委託訓練や求職者支援訓練なども実施。

他の学校種よりも高い学生生活満足度（文科省２１世紀出生児縦断調査）。

専門学校の教育資源を活用して、とくに地方創生の政策とIT・デジタル等の基盤的教育の
政策を推進することが重要ではないか。
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２.各論に対する意見（１）

ⅰ 専門学校の機能強化

今後のジョブ型雇用に対応した人材の育成が重要ではないか。

今後のDX社会においては、専門的知識・技能にプラスしてすべての職種に不可欠なIT
活用能力を身に付けた人材の育成が必要であり、そのための支援が重要。

企業等と連携した実践的な職業教育を行う職業実践専門課程のさらなる充実を図るこ
とが重要。

個々の企業等との連携のみならず、業界団体や職能団体が、職業実践専門課程の制度
を活用して人材育成に積極的に関与する環境整備が重要。

産学官による人材育成の議論に、大学とともに専門学校も積極的に参画することによ
り、必要とされる人材育成や地域貢献にも寄与。

オンライン授業等が進んだことによる教育方法の変化に、指定養成施設等の規則が対
応しておらず、例外的措置としてオンライン授業等の学修が認められていることを踏
まえ、早急に規制を緩和することが重要。

高等教育の資格の相互承認等を規定した「高等教育の資格の承認に関するアジア太平
洋地域規約（東京規約）」の国際通用性に留意しつつ、専門学校と国内の各教育機関
の修了及び取得した職業資格・能力の対応関係を明確化するために、「国家学位・資
格枠組み（NQF）」を整備していくことが重要ではないか。
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２.各論に対する意見（２）
ⅱ 学びの支援の充実

高等教育の修学支援新制度の拡充による中間所得層への支援を優先することが重要で
はないか。

「出世払い」であっても、学生にとって負債であることにかわりはなく、現行の所得
連動返還型奨学金制度を活用することで対応は可能ではないか。

新規高校卒業者も「求職者」とみなす職業能力開発促進法の解釈により、一定の要件
を満たす専門学校に入学した新規高卒者に対して、労働保険特別会計から修学支援を
行うなど新たな政策で、職業教育による人材育成を推進することを検討してはどうか。

ⅲ リカレント教育の推進

社会人のリスキリングによるキャリアアップ、キャリアチェンジのための学習機会の
提供が重要であり、オンライン授業や夜間の学科の活用を推進するための制度整備や
経済的支援が重要。

特に長期のプログラム（正規課程の活用）による、付け焼刃的ではない専門性の高い
職業教育を提供することが重要。

雇用対策において専門学校を活用するための環境整備が重要であり、その際に、たと
えば、オンライン授業や単位累積加算による能力開発も雇用対策の対象とするなどの
柔軟な対応が必要ではないか。

特に中小企業におけるリカレント教育を進めるにあたり、時間と経費の問題が大きい
ことからも、雇用保険による経済的支援の充実とオンラインによる教育訓練が可能と
なる制度整備が重要。

学校に対する支援とともに、リカレント教育の推進には学ぶ側に対する経済的支援が
必要。特に、学び直しに対応する教育機関の多様性とともに、学びの期間の多様性に
も配慮し、学習者に対する支援方策としてバウチャー制度等についても検討してはど
うか。
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高等教育段階の学校数、在学者数

（備考）文部科学省「学校基本統計」（令和3年度）より作成。

在学者数学校数

大学
803校
20%

短期大学
315校
8%

高等専門学校
57校
1%

専修学校（専門
課程）
2754校

70%

大学
2,917,998人
79%

短期大学
102,232人
3%

高等専門学校
56,905人
2%

専修学校（専門
課程）

607,029人
16%
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目 的
職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る。

（学校教育法第１２４条）

要 件 修業年限１年以上、年間授業時数８００時間以上、常時４０人以上の在学生 等

課 程
高等課程（高等専修学校）
入学資格：中学校卒以上

専門課程（専門学校）
入学資格：高校・高等専修学校

（３年制）卒以上

一般課程
入学資格：限定なし

（学歴不問）

○ 目的、課程及び主な要件

１３８校

６６２，１３５人※ ３，０８３校総 計

２１，０２９人一 般 課 程

６０７，０２９人２，７５４校専 門 課 程

３４，０７７人３９７校高 等 課 程

生 徒 数学 校 数区 分

※学校数の総計は、それぞれの課程の重複を除く。

○ 専修学校の現状

出典：令和3年度学校基本統計 （令和3年5月1日現在）

○ 他の高等教育機関との比較

４．０％５４．９％２４．０％進 学 率

短 期
大 学

大 学
専修学校
専門課程

区 分

※進学率はそれぞれ１８歳人口に占める入学者の割
合。※大学、短期大学への進学率はそれぞれ学部、本科への進学率。

専修学校は、社会の変化に即応した実践的な職業教育により、高い就職率を誇る教育機関として重要な
役割を果たしている。

専修学校制度の概要
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工業
4,573
13.4% 農業

81
0.2%

医療
7,974
23.4%

衛生
4,690
13.8%

教育・社会福祉
950
2.8%

商業実務
7,781
22.8%

服飾・家政
2,308
6.8%

文化・教養
5,720
16.8%

（高等課程）
工業

100,539
16.6%

農業
4,848
0.8%

医療
183,240
30.2%衛生

71,567
11.8%

教育・社会福祉
32,038
5.3%

商業実務
71,482
11.8%

服飾・家政
15,954
2.6%

文化・教養
127,361
21.0%

（専門課程）

特徴①：産業界との組織的な連携

専門的な知識・技術を身に付け、多様な現場において求められるプロフェッショナル人材を養成

特徴③：職業人材のボリュームゾーンを形成

柔軟な制度的特性を生かして、産業構造の変化に即応
できる実践的な職業教育を実施

企業等との密接な連携により、最新の実務の知識等を身に付
けられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の
確保に組織的に取り組む専門課程を文部科学大臣が認定。

職業実践専門課程制度

専

門

学

校

地

元

企

業

業

界

団

体

産学連携

教育課程編成委員会教育課程編成委員会

実習・演習、教員研修実習・演習、教員研修

学校評価・情報公開学校評価・情報公開

特徴②：地域人材の育成

●県内の大学を卒業し、就職した者のうち県内企業へ就職した者の割合

●県内の専門学校を卒業し、就職した者のうち県内企業へ就職した者の割合

＜専門学校・大学卒業者における地元就職の状況＞
専門学校の卒業者は、大学と比べて地元に就職する割合が高い。

地域における人材養成のプラットフォームとして、地域産業
を支える専門人材を輩出

＜分野別生徒数＞ ＜社会人受講者数の推移＞

出典：文部科学省「学校基本統計」（令和２年度）、文部科学省「私立高等学校等実態調査」（令和２年度）より作成

≪参考≫ 認定状況（令和3年3月25日現在）：学校数1,070校(38.5%)、学科数3,149学科(42.3%)
※（ ）内の数字は同日現在の全専門学校(2,779校)、修業年限２年以上の全学科数(7,446学科）に占める割合。

なお、全学科数（8,883学科）に占める割合は、35.4％。

※令和3年3月卒業者の状況 文部科学省専修学校教育振興室調べ（各県の労働局提供資料より作成）

（人）

146,708 
190,181 201,041 

165,858 
133,839 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H27 H28 H29 H30 R1

高等課程 専門課程 一般課程

科目等履修生 附帯事業 合計

34%
40% 41% 40%

49%
42% 47%

30%
24%

72%71%

50% 50%

75%
67%

56%

84% 85% 83% 81%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

青森県 岩手県 宮城県 福島県 新潟県 石川県 福井県 山梨県 高知県 沖縄県

専修学校の特徴（１）
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専門学校就職者の９０％以上が、自らが学習した専門分野と関連した仕事に就いており、産業界を支える人材として活躍

産学連携

出典：文部科学省「学校基本調査」（令和３年度）より作成（令和２年度卒業者）

専修学校の特徴（２）

●就職者数における関連分野への就職者の割合
●就職者数における非関連分野への就職者の割合

特徴④：専門学校における関連分野への高い就職率

91.7%

8.3%

91.0% 92.2%
98.5% 96.9% 97.3%

88.7%
92.6%

78.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

＜分野別＞ ＜全体＞
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専門学校のうち、企業等と密接に連携して、最新の実務の知識・技術・技能を育成する実践的かつ専門的な
職業教育に取り組む学科を「職業実践専門課程」として文部科学大臣が認定する制度。

認定を受けたことによる改善状況

特徴

（出典）平成29年度「職業実践専門課程の実態等に関する調査研究」を基に作成。

連携・協力

・教育課程の編成
・実習・演習等
・教職員研修
・学校評価

企業
等

学校

認定を受けるメリット
学校
・企業等と連携して教育課程の編成や実習等を行うことで、

業界ニーズの把握や、養成する人材像を明確化でき、より
実践的な職業教育を行うことができる。

・学校関係者による学校評価により、教育活動や学校運営の
改善点が明確になる。

・「職業実践専門課程」という枠組みを通じ、教員や高校
生、

保護者等に対して、学校の強みを積極的にアピールでき
る。

企業
・派遣社員のスキルアップやモチベーション向上。
・生徒の感性や発想を商品開発や現場の改善に活かせる。

生徒
・企業等のニーズを反映したカリキュラムを学べる。
・実習等により現場の生の声を聞き、具体的に働くイメージ

が持てる。
・教育訓練給付金を受けることができる。（社会人）

職業実践専門課程とは

認定数 1,070校 3,149学科（令和3年3月時点）

24.5 

30.0 

19.9 

26.6 

25.1 

24.0 

54.8 

52.8 

55.4 

57.8 

62.0 

64.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

学校関係者による学校の理解度の向上

企業等、外部組織との連携強化
（企業等による積極的な教育への参画）

学内組織の組織的・定期的な見直しの実施

教育課程の組織的・定期的な見直しの実施

就職先となる（なりうる）業界において
求められる能力に対する教職員の理解の向上

生徒の実践的・専門的な知識・技能の習得

改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

職業実践専門課程について
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学校数 学科数

H25年度 472 1,373
H26年度 295 677
H27年度 272 501
H28年度 150 240
H29年度 94 152
H30年度 98 139
R元年度 104 154
R２年度 86 131
合計 1,070(38.5%) 3,149(42.3%)

※合計欄の（）内の数字は全専門学校(2,779校)の修業年限２年以上の全学科数(7,446学科）に占める割合。（令和２年度学校基本統計による）
※合計欄の学校数・学科数は、過年度に認定された学科を有する学校が別学科を申請していることや認定取消等により、単純合計となっていない。

工業 21.5%

農業 0.4%

医療 19.0%

衛生 10.2%教育・社会福祉 8.9%

商業実務
17.1%

服飾・家政
3.7%

文化・教養
19.1%

分野別学科数

工業 674

農業 14

医療 578

衛生 309

職業実践専門課程の認定数

分野別学科数

教育・社会福祉 279

商業実務 544

服飾・家政 116

文化・教養 584

計 3,098

9



職業実践専門課程の取組事例
～農業専門課程 バイオテクノロジー科（新潟）～

特徴５ 教育活動等の情報公開
・学校の理念・目的・育成人材像等について、ホームページで公表。
・パンフレット等の印刷物、ホームページ、Youtube、Twitterなどで、教育活動の内容等について定期的に公表。

特徴４ 企業が参画した学校評価
・関連企業、卒業生、保護者、近隣住民等が評価。
・直接的な学校関係者（生徒、保護者、教職員等）のみならず、地域住民、就職先企業など学校を

取り巻く関係者に分かりやすく、明確な学校評価を実施。
・地域との連携が重要な教育分野であるため、地域との良好なつながりの実現を目指す。

特徴３ 企業と連携した教員研修
・醸造メーカー、環境分析企業への訪問、最新業界動向のヒアリング
・醸造、微生物学の学会、講演会、研修会への参加
・授業テクニック、キャリア等、教育関連の研修会への参加

特徴１ 企業等が参画した「教育課程編成委員会」
・現状の教育課程内容が業界動向や最新知識・技術等、業界が求める人材像とマッチしているかを確認することを目的に設置。

①委員会での指摘事項は、校内教職員会（月1回実施）で改善策と実施可否を検討。
②実施可能な改善策は、予算も含め実施計画を立案し、改善策を実施。
③改善実施結果は、次回の委員会で報告する。

など、業界にマッチした人材を育成すべく、継続的にカリキュラム改善に取り組む。
・生徒に職業教育指導ができる企業や研究者を、委員会推薦により選定。
・他学科の委員にもオブザーバーとして参加してもらい、広い見地から学校運営への意見、助言をもらう。

特徴２ 企業と連携した実習・演習等の授業
・「醸造実習」 自校の醸造場で、醤油・焼酎・ワイン等の成分分析の手法、作成法、製品化等を企業の社員が生徒に直接指導。
・「食品開発実習」 地産地消をテーマに学校栽培の農産物や地域の食材を使い、企業等と連携して商品開発。
          （例 酒造会社との連携により酒粕を使ったレトルトカレーの製品を開発。）※その他、講義においても企業と連携

・担当教員と企業で月に１度、進捗状況を確認するミーティングにて実習評価を行う。

企業の社員が自校の実習場で直接指導

食業界の繋がりや発展の促進を目的
に、卒業生を中心に活躍や取組を紹介
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令和2年度『専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト』社会人アンケート調査

【プレ調査】
➢回答対象： 20～69歳のアンケートモニター74,487人
➢対象期間：2020年12月8日～2020年12月14日
➢調査項目：・基本属性（年齢や性別等）

・就業状況
・学習への考え・態度 等

【本調査】
➢回答対象：20～69歳かつ「学び直し意欲の低い層 」を除外したモニター11,634人
➢対象期間：2020年12月25日～2021年1月4日
➢調査項目：学習経験等に関するより詳細な質問

・過去３年間の学習実施状況
・学習目的
・学習機会の発見方法
・Off-JTを実施するうえでの課題 等

リカレント教育の普及に向け、“専修学校リカレント教育の初期市場形成”を目指し、「学び直し意欲
の高い層」の実態や、彼らに対する有効な働きかけの検討を目的にアンケート調査を実施。（委託先：
（株）三菱総合研究所）

※プレ調査から年齢、職業、業界等に配慮して回答者を絞り込み
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社会人の学習実施に関わる現状

28.5% 7.2% 64.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=11568）

何らかの学習を実施した

何らかの学習の実施を検討したが、断念した（いずれの学習も実施して
いない）

過去３年間の学習実施状況
実際に学習※を実施している者は３割程度。

※学習の定義
現在または将来の業務・キャリアに役立つ知識・スキル等を、Off-JT（実務を離れて行う企業研修等）や自己啓発として学ぶものとします（教育プログラム

の受講、書籍の講読等、形式は問いません）。OJT（実際の業務を通じた教育）や、業務とは直接関係のない趣味的な内容の学習は含まないもの

（いずれも文部科学省 令和2年度「『専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト』社会人アンケート調査より）

23.1%

9.9%

19.9%

18.9%
4.6%

3.8%

3.5%

8.7%

4.8%

16.1%

3.5%

15.9%

0.8%

2.0%

4.3%

1.7%

1.7%

15.7%
3.5%

0% 10% 20% 30%

そもそも学習したくない

職場からの求めが特にない

現状に満足しており、学習の必要性を感じていない

何を学習すべきかわからない

学習目標や計画の立て方が分からなかった

学習目標や計画通りに実施できず、途中であきらめてしまい…

学習結果をどう仕事やキャリアに活用してよいかわからな…

学習結果を仕事やキャリアに活用する機会がなかった

学習結果が仕事やキャリアに役立ったことがこれまでなかった

金銭的に余裕がなく、学習費用確保ができなかった

費用対効果が折り合わず、高額な学習プログラムばかりだと…

業務で忙しく、学習時間確保ができなかった

職場の理解が得られず、学習時間確保ができなかった

時間対効果が折り合わず、実施負荷の大きい学習プログラム…

実施したい学習テーマ・内容が合致するプログラムを見つけ…

実施したい学習レベルが合致するプログラムを見つけられな…

実施したい学習方法が合致するプログラムを見つけられな…

適した学習プログラムをどう見つければよいかわからなかった

その他

学習実施を検討しなかった理由
時間的・金銭的余裕のなさに加え、学習したい内容やそれに適したプログラムが
見つけられていない状況。

2.3%

5.8%
24.6%

9.7%

1.0%

4.7%

4.0%

3.3%

6.8%

5.2%

7.0%

2.6%

6.0%

22.3%

11.2%
66.9%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

所属する会社・組織内の人材育成のため

新たな価値観等に触れ自身の仕事やキャリアの幅を広げる…

就職のため

復職のため

人的ネットワークを広げるため

上司、同僚等からの信頼を得るため

起業のため

定年後も働くため

別の業界に転職するため

同じ業界内で転職するため

他部署への異動のため

報奨金等の臨時収入を得るため

給与や勤務条件等の待遇向上のため

昇進のため

現在の業務に役立てるため

学習の実施目的
「現在の業務に役立てるため」の割合が最も大きい。

12.4%
10.3%

6.1%

5.5%

4.2%

4.0%

1.9%

13.1%

1.4%

19.9%

15.1%

6.3%

0% 10% 20%

勤め先等からの指示

勤め先や業界団体からの推奨

勤め先や業界団体からの案内

卒業した学校からの案内

学習実施者からの推奨

学習実施者からの案内

学習実施者以外からの一緒にやらないかという誘い

現職への不満や将来への不安の解消のため

人事評価等の反省により必要と感じたため

業界で生き残るために必要と感じたため

勤め先や業界に関係なく周囲の人や地域・社会に貢献…

その他

学習実施のきっかけ
「業界で生き残るために必要と感じた」等自発的なきっかけ以外には、職場や業界
団体等からの指示・推奨が大きい。

（単一回答）

（複数回答）

（複数回答）
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社会人の学習実施に関わる現状

（いずれも文部科学省 令和2年度「『専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト』社会人アンケート調査より）

3.1%

1.7%

5.2%

2.2%

3.2%

11.8%

8.2%

9.5%

9.4%

5.5%

3.5%

26.2%

10.6%

2.7%

0.9%

2.2%

2.7%

5.8%

6.6%

7.5%

8.0%

8.8%

8.8%

11.5%

17.3%

17.3%

0% 10% 20% 30%

行政や勤め先による費用・勤務時間等の支援があったか

学習プログラムや提供主体のブランドや知名度が高かったか

実績・評判が高かったか

勤め先や業界団体、地人等からの推奨・案内があったか

講義以外にきめ細やかな支援(個別支援､キャリア支援等)があったか

通学先へのアクセスや学習環境がすぐれていたか

指導方法が適切で、講師が優れていたか

費用が効果や時間に見合っていた、もしくは安価であったか

所用時間や実施時期が適切だったか

実施場所や講師･他の参加者との交流頻度が(どちらか一方でも)適切

受講者プロフィール等が分かり受講の雰囲気が掴めたか

学習内容の範囲･レベルや身に着く知識･スキルが有効だったか

プログラム等の情報が十分に公表されていたか

企業の人事担当者

受講者

専修学校の強み
専修学校の教育を経験したことのある受講者及び専修学校を活用したことのある企業の
人事担当者ともに、「学習内容の範囲・レベルや身に着く知識・スキルが有効だった」こと
を専修学校の強みと考えている。

18.0%

9.7%

4.2%

8.8%

5.0%

2.9%

6.0%

2.7%

2.8%

8.6%

24.3%

3.8%

3.3%

0% 10% 20% 30%

勤め先や業界団体からの案内

勤め先が研修等で連携している教育機関等が提供しているプログラム

ハローワークや職業訓練施設等の就職支援期間からの案内

その学習の経験者からの話

学習意欲の高い知人の話

SNSやブログ等でのその学習経験者の意見

自身が卒業した不学校が提供するプログラム

新聞やテレビ、ラジオ、街頭広告等でのその学習の提供者による広告

SNSやウェブサイト上の広告等でその学習の提供者による広告

専門雑誌や書籍

インターネット検索

学び直しや学習分野に関するポータルサイト

その他

学習機会の発見方法
インターネット検索の他には、勤め先と関係のある業界団体や教育機関により案内されるプロ
グラム等をきっかけとしてプログラムを選択する者が多い。

※学習の定義
現在または将来の業務・キャリアに役立つ知識・スキル等を、Off-JT（実務を離れて行う企業研修等）や自己啓発として学ぶものとします（教育プログラムの受講、書籍の講読等、形式は問いません）。
OJT（実際の業務を通じた教育）や、業務とは直接関係のない趣味的な内容の学習は含まないもの

（単一回答）

（単一回答）
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企業におけるOff-JT導入に関する意向・課題
企業のOff-JT実施における外部機関活用可能性

全体のうち約8割が外部機関活用意向がある。能力開発・教育訓練業務の拡充
意向がある回答者ほど、すでに外部機関を活用している。

O
ff-JT

拡
充
の
意
向

24.4%
11.5%
11.7%
11.8%
11.8%

7.9%
7.6%

17.0%
10.0%

18.3%
4.9%

7.6%
6.4%

6.0%
3.3%

0.3%
27.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

業界団体等からの案内
SNSやブログ等で他機関の研修担当者の意見
自身が卒業した学校が提供するプログラム

所属組織の従業員が卒業した/在学している学校が提供する…
所属組織が連携している学校が提供するプログラム

新聞やテレビ、ラジオ、街頭広告等でその研修等の提供者に…
SNSやウェブサイト上の広告等でその研修の提供者による広告

セミナー等に参加
専門雑誌や書籍

インターネット検索
学び直しや学習分野に関するポータルサイト

他機関の研修担当者の話
所属組織に訪問してきた研修等の提供者の営業担当者の話

所属組織や自身宛に送られてきた研修等の提供者のメールや…
自分で情報収集を行ったことはなく、過去の実績を踏襲して…

その他
Off-JTの導入を行う際の情報収集を行う役割を担ったことは…

業界団体等や所属組織との付き合いの中からの情報収集が多い

32.5%
28.5%

25.0%

24.0%

22.3%

29.3%

15.8%

8.5%

6.8%

7.1%

16.1%

7.2%

0.3%

11.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

身に付けさせるべき知識やスキルの特定が難…
適切な対象者の特定が難しい

適切な教育プログラムが見つからない
Off-JTを企画・管理できる人材がいない

予算が少ない
対象者の時間確保が困難である

対象者の学習意欲が低い
経営層がOff-JTを重視していない

現場管理職がOff-JTを重視していない
Off-JTの制度がない（または不十分）

育成しても辞めてしまう
事業や技術の変化が速く、対応しきれない

その他
特に課題はない

研修により身に付けさせるべき知識やスキル、受講すべき対象者の選定に課題
Off-JTを実施するうえでの課題

Off-JT導入のための情報収集方法

（文部科学省 令和2年度「『専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト』リカレント教育プログラム運営モデルの検証」報告書）

対象者 拡充したい内容

新卒採用者
・特定の専門分野における体系的な理論（28.6%）
・コミュニケーション能力（27.1%）
・特定の専門分野における体系的な技能・技術（20.1%）

中途採用者
・特定の専門分野における体系的な理論（25.3%）
・特定の専門分野における体系的な技能・技術（23.0%）
・コミュニケーション能力（22.3%）

管理職未満
・コミュニケーション能力（24.2%）
・特定の専門分野における体系的な理論（23.4%）
・リーダーシップ・マネジメント能力（21.2%）

管理職（部長・課長ないし
これに該当する役職）

・リーダーシップ・マネジメント能力（27.5%）
・ビジネスマネジメントに関する知識（19.3%）
・特定の専門分野における体系的な理論（17.8%）

経営層（最高経営責任者・
代表取締役社長・専務・常務
ないしこれに該当する役職）

・リーダーシップ・マネジメント能力（19.3%）
・特定の専門分野における体系的な理論（17.5%）
・企業・組織の社会的規範に関する知識（16.0%）

今後拡充したいOff-JTの内容

（複数回答）

（複数回答）
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趣旨：新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、働き方も含め経済社会が大きく
変化。
この変化に伴い、報道などでは、雇用環境もコロナ禍以前とは異なり、ジョブ型
の雇用や個人のスキルアップやキャリアチェンジ等の動きも増加している、とも
言われている。
専門学校は、従来から社会人の学生の受け入れやキャリアチェンジを目指す学生
の学びの場としても機能している。そのため、専門学校におけるリカレント教育
に関する意識調査についての考えを調査し、今後の施策の検討に役立てる。

対象：専門学校⇒有効回答：1,769校（回答率：約63.7％）

方法：専門学校の協力を得て、文科省が作成したWEBサイトより、各専門学校が直接
回答。

期間 ：令和３年５月２６日～6月２１日

調査概要

専門学校におけるリカレント教育に関する意識調査について（結果）抄
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１．リカレント教育について リカレント教育…社会人や求職者、失業者などが知識や技術を高めるため、

教育機関で学んだり、社内研修で能力を磨いたりすること。

（１）リカレント教育への対応方針 （２）社会人の学生の受け入れについ
て

（４）社会人の学生を受け入れる予定がない理由（自由記述）

（３）社会人の学生を受け入れるための取組・工夫（自由記述）
○ 社会人入試選抜の実施、授業料の減免制度の新設、専門実践教育訓練給付金制度、自治体の訓練制度の支給対象講座の指定。
○ 夜間部の開講しており、昼間働きながら学べるカリキュラム設計。
○ 県内の関係施設（歯科医院など）に専門実践教育訓練給付金の対象講座であることも含め学生募集の周知・広報を実施。
○ ホームページでの社会人受け入れの周知や社会人入学実績の公表、随時、社会人の入学希望者等が相談できる体制の構築。

○ カリキュラムや時制の変更等、学校運営を大きく見直す必要があるため。2年未満の別途のカリキュラム編成は運営上、難しい。
○ 教員等の人員や教室の環境不足。
○ 社会人からの入学希望や相談、受講ニーズがないため。
○ 企業等に昼間勤務している方は専門学校の実習授業には不向きである。受講生の満足度、習熟度を考えると対面授業が望ましく、

現場職員の人員では夜間や休日に社会人のための授業設定ができないため。
○ 夕方から夜にかけての時間帯や、土日祝日に開講するための講師、連携企業を手配することが困難なため。また、平日昼間で開講す

る場合の定員充足の不確実さのため。

26.2%

21.4%
52.4% 1.既に注力している

2.今後は注力していく方針
3.予定なし

57.8%
10.5%

31.7%
1.多く受け入れている実績がある

2.今後受け入れられるよう、工夫等を行う予定

3.受け入れる予定はない

○ 社会人の学生を受け入れている、または今後受け入れられるよう、教育課程の工夫等を行う予定と回答した専門学校は約7割だった。
○ 一方、リカレント教育への対応予定はない、と回答した専門学校は5割を超えている。
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２．短期間（60時間以上120時間未満）のリカレント教育プログラムについて
（１）開講状況 （２）短期間 のリカレント教育プログラムの開設に至らない理由（複数選択可）

（※（１）で「開設予定なし」と回答した専門学校のみ回答）

３．就業者や失業者を対象としたＤＸ人材育成向けの教育プログラムについて

（１）就業者や失業者を対象としたＤＸ人材育成教育プ
ログラム の開講状況

（２）プログラム開発の必要性（※（１）で「いいえ」と回答した専門学校のみ回答）

ＤＸ（Digital Transformation）…デジタル技術の活用によって企業のビジネスモデルを変革し、新たなデジタル時代にも十分に勝ち残

れるように自社の競争力を高めていくこと（情報処理推進機構）

（３）国からの支援があった場合に就業者や失業者を対象とした
ＤＸ人材育成向けの教育プログラム開発・実施の意向

3.4%

78.2%

18.4%

1.既に開設している
2.開設予定なし
3.検討中

18.0%

7.6%

55.1%

40.1%

7.4%

15.7%
19.9%

9.0%

0.9%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0% 1.社会人の学生が受講するか不安がある

2.どんなプログラムを開設すればいいのか分からない

3.学校運営規模上、新規プログラムの開設が難しい

4.短期間で提供できる教育プログラムを有していない

5.短期間で提供できる教育プログラムの開発の知見が不足して
いる
6.短期間で提供できる教育プログラムの講師の確保が難しい

7.既に社会人の学生を受け入れているため、不要と考える

2.0%

98.0%
DX人材育成向け教育プログラムを開設している

DX人材育成向け教育プログラムを開設していない

26.8%

71.7%

1.5%

1.必要性を感じる
2.必要性は感じない
3.回答なし

12.9%

87.1% 1.開発及び実施を行う意向はある
2.開発及び実施を行う意向はない

（n = 1,383校）

（n = 1,734校）

（出典）専門学校におけるリカレント教育に関する意識調査
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7

21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）結果（第19回・令和3年8月公表）

目的 2001 年（平成13 年）出生児の出生時から学校教育、就業に至るまでを継続的に観察し、縦断データを整備することにより、教育に関する
国の諸施策を検討・立案するための基礎資料を得る。

対象 ・全国の平成13年に出生した子供のうち、①1月10日～17日の間に出生した子（１月生）及び②７月10日～17日の間に出生した子（７月生）
・今回は第19 回目の調査であり、対象者の年齢は19 歳。
・回答者数は25,504名

時期 令和２年２月28 日～４月12 日（１月生） 回答者数：12,702 名
令和２年７月14 日～９月22 日（７月生） 回答者数：12,802 名

調査項目 現在の状況、家族の状況、将来（進路等） 等

調査概要

大学
51%

短期大学
4%

高等専門学校
1%

専修学校・各種学校
14%

その他・不詳
2%

就職者
14%

その他
9%

不詳
5%

大学
短期大学
高等専門学校
専修学校・各種学校
その他・不詳
就職者
その他
不詳

調査結果概要
調査対象者の属性

➡ 調査対象者の14%は専修学校・各種学校の生徒である。
  実数

（単位：人）
  割合

（単位：％）

25,504 100
18,548 72.7

大学 13,061 51.2
短期大学 1,025 4.0
高等専門学校 379 1.5
専修学校・各種学校 3,546 13.9
その他・不詳 537 2.1

3,553 13.9
2,240 8.8
1,163 4.6

在学者
対象者数(総数)

その他
不詳

就職者

対象者数
状況

18
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総数 私立大学 国公立大学
短期大学・高等専門

学校(５年制）
専修学校・各種学校 外国の大学 その他 無回答等

総数 100.0 56.2 17.0 7.2 18.5 0.1 0.9
  私立大学 100.0 93.3 1.5 1.5 3.2 0.0 0.5 1.1
  国公立大学 100.0 39.3 54.1 2.7 2.9 0.0 1.0 1.0
  短期大学・高等専門学校（５年制） 100.0 1.7 0.0 93.8 3.7 0.0 0.8 0.1
  専修学校・各種学校 100.0 1.6 0.2 2.9 93.8 0.0 1.5 0.5
  外国の大学 100.0 7.4 7.4 14.8 3.7 48.1 18.5 10.0
  まだ考えていない（考えていなかった） 100.0 24.4 0.0 56.4 10.3 0.0 9.0 0.0
  その他 100.0 42.7 7.3 31.3 15.6 0.0 3.1 0.0
  無回答等 100.0 45.9 10.9 9.5 22.6 0.5 6.1 4.5

進学先（第19回調査）

第一志望（第18回調査）

21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）結果（第19回・令和3年8月公表）

調査結果概要
前回調査の進学希望先と今回調査の進学実績

※第19回調査において進学実績に係る回答を得た者を対象とし、その対象者について第18回調査の第一志望の進学希望先の回答別に進学実績を関連付けている。
※黄色着色箇所は、第一志望の進学希望先と進学実績が同じであった者の割合。
※第19回調査及び第18回調査の両方の該当の問に回答した者のみを計上しており、一方が未回答であった者は計上していない。

➡ 前回（18回）調査で「専修学校・各種学校」が第一志望であった者のうち、93.8％は第一志望と同じ「専修学校・各種学校」に進学しており、他の学校種と比較
して最も高い。
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25.5%

33.4%

1.6%

37.6%

8.4%

0.7%

12.8%

4.7%

66.9%

1.0%

33.9%

2.7%
0.4%

12.0%

6.9%
0.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

自
宅
か
ら
近
い
か
ら
・

通
い
や
す
い
か
ら

特
色
あ
る
取
組
を
行
っ
て
い
る
な
ど

授
業
内
容
に
興
味
が
あ
っ
た
か
ら

他
校
よ
り
も
入
試
の

難
易
度
が
高
い
か
ら

学
校
の
雰
囲
気
が
よ
か
っ
た
か
ら

高
校
の
先
生
に
す
す
め
ら
れ
た
か
ら

塾
・
家
庭
教
師
の
先
生
に

す
す
め
ら
れ
た
か
ら

親
・
親
せ
き
に
す
す
め
ら
れ
た
か
ら

授
業
に
つ
い
て
い
け
そ
う
だ
っ
た
か

ら

将
来
就
き
た
い
仕
事
と

関
連
し
て
い
る
か
ら

卒
業
後
の
大
学
院
等
へ
の

進
学
に
有
利
だ
か
ら

卒
業
後
の
就
職
に
有
利
だ
か
ら

友
人
が
選
択
し
て
い
た
か
ら

入
部
し
た
い
部
活
動
が
あ
っ
た
か
ら

合
格
で
き
そ
う
だ
っ
た
か
ら

そ
の
他

無
回
答

大学（n=13,061） 短期大学・高等専門学校(５年制）(n=1,404) 専修学校・各種学校(n=3,546)

21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）結果（第19回・令和3年8月公表）

学校選択の理由
調査結果概要

➡ 専修学校・各種学校の在学者は、学校選択の理由が「将来就きたい職業と関連しているから」の割合が最も高く、他の学校種と比較しても最も高い。
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学校生活の満足度

21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）結果（第19回・令和3年8月公表）

調査結果概要

➡ 専修学校・各種学校の在学者は、全ての学校生活の満足度に係る項目について、「とてもそう思う」の割合が他の学校種と比較して最も高い。

25.0

35.1

38.5

38.7

50.1

51.8

51.5

51.4

15.1

8.5

7.7

7.6

8.8
3.9

2.1

1.9

1.1

0.7

0.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

学校の友人関係はうまくいっている

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

19.8

32.3

29.8

43.0

58.5

55.6

54.9

48.3

17.7

9.8

13.2

6.6

3.2

2.0

1.3

1.0

0.8

0.3

0.8

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

ためになると思える授業がたくさんある

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

31.6

44.9

43.8

57.2

53.3

46.0

44.6

37.9

12.1

6.4

9.5

3.6

2.2

1.7

0.5

0.5

0.8

1.0

1.6

0.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

学校の勉強は将来役に立つと思う

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

11.1

23.4

23.7

27.5

61.2

62.0

62.8

61.4

19.5

10.9

11.6

9.3

7.1
2.9

1.1

1.3

1.0

0.7

0.8

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

教師との関係はうまくいっている

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

15.3

22.9

20.3

30.2

51.3

49.3

45.9

48.9

28.0

23.9

29.0

17.8

4.4

3.3

4.5

2.5

1.0

0.6

0.3

0.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

楽しいと思える授業がたくさんある

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

10.9

17.0

13.5

20.8

64.9

62.9

58.3

63.1

20.1

17.0

25.1

13.7

3.0

2.0

2.6

1.7

1.0

1.1

0.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

授業の内容をよく理解できている

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等
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22.5

14.2

14.8

9.1

43.4

39.7

38.0

32.4

29.3

39.7

38.8

47.2

4.0

6.0

8.2

10.8

0.8

0.3

0.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

先生に質問したり、勉強の仕方を相談している

まったくあてまはらない あまりあてはまらない ある程度あてはまる よくあてはまる 無回答等

8.7

6.6

6.3

6.1

29.6

28.4

26.6

24.7

45.9

48.1

46.7

48.8

14.7

16.1

19.0

19.4

1.1

0.8

1.3

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

グループワークやディスカッションに積極的に参加している

まったくあてまはらない あまりあてはまらない ある程度あてはまる よくあてはまる 無回答等

6.7

6.8

7.4

4.8

34.1

36.7

33.8

26.5

47.1

46.3

46.2

51.9

11.1

9.5

12.1

15.7

1.0

0.7

0.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

授業に関することや、自分が興味を持ったことについて自主的に学

習する

まったくあてまはらない あまりあてはまらない ある程度あてはまる よくあてはまる 無回答等

3.0

2.7

1.8

2.7

13.7

13.0

15.3

12.0

57.7

58.9

57.3

54.8

24.9

24.9

24.5

29.6

0.8

0.5

1.1

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

なるべく良い成績をとるようにしている

まったくあてまはらない あまりあてはまらない ある程度あてはまる よくあてはまる 無回答等

9.0

9.1

14.8

9.0

38.5

42.5

46.4

36.8

43.8

40.8

31.9

43.7

7.7

7.1

5.5

9.7

0.9

0.5

1.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

必要な予習や復習をして授業にのぞんでいる

まったくあてまはらない あまりあてはまらない ある程度あてはまる よくあてはまる 無回答等

4.1

4.7

5.3

3.8

12.6

13.3

17.4

9.4

49.1

50.7

50.1

47.0

33.1

30.3

25.9

38.9

1.1

1.0

1.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学(n=13061)

短期大学(n=1025)

高等専門学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

授業を通じて将来やりたいことを見つけたい

まったくあてまはらない あまりあてはまらない ある程度あてはまる よくあてはまる 無回答等

授業への取組状況

21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）結果（第19回・令和3年8月公表）

調査結果概要

➡ 授業への取組状況に関するすべての調査項目において、「ある程度あてはまる」「よくあてはまる」と回答した割合の合計については、専修学校・各種学校在学者が最も高く
なっている。
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